
3 款 2 項 1 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 8,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

利用者数 人 240 250 170 293
項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 1,467 2,060 402 2,060

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 238 402 402 402
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.03 0.05 0.05 0.05
人件費単価 7,954 8,042 8,042

402
合計 0 2,060 402 2,060

事業費
直接事業費 1,228 1,658 0 1,658
人件費 239 402 402

改善策の
具体的

取り組み

次年度の開設に向けた調整を進めている。

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

市内在住で保育所に入所している児童等が、病気の回復期等で集団生活ができないとき、仕事を休めない等
の理由がある保護者に代わってその児童等を預かる。

事業の内容

・実施施設：むかいだ小児科・保育時間：8：30〜18：00・利用料金：１日料金　2,000円　　半日料金　850円・定
員：４人

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

医師会との相談、市内の小児科医との調整を図ることができ、次年度の開設に向けて取り組んでいる。

事業の対象 市内在住で保育所入所児のいる世帯等

根拠法令等
愛媛県保育対策促進事業実施要綱

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
少子化対策の充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 子育て支援課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

552
記入者情報 所属長： 西川 重子 担当責任者： 下岡 裕基

事務事業名 病児・病後児保育事業



1二次評価
（所属部長）

以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

意見、課題
Ｈ２８年度から本市で独自に事業を実施することとなり、お迎えサービスの実施など利用者の大幅増が見
込まれる。今後は定数増も検討し、制度の一層の充実を図る。なお、国・県からの補助を強く求めていく必
要がある。

課題認識

　子育て中の保護者から伊予市での病児・病後児保育の実施希望が望まれていた。

　連携医療機関との調整もあり、平成28年度から市内において事業の実施となった。

この事業は、全国初のお迎えサービス付の病児・病後児保育であり、利用者の増加が見込まれる。

早急に、定員数の見直しを検討する必要があると認識している。




二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

これまで、松前町に業務委託により事業を行ってきたが、平成27年度市内の医療機関の協力を得ること
ができ、平成28年度から市の直営の施設において事業実施が可能となった。事業実施に当たっては、周
知啓発に努めていく必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

A

4
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

A市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率 4
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 3

B成果向上の可能性 4

目　　標 350 250 250 250
実　　績 240 293 0 0

成果指標

成果指標
利用者数

指標設定の
考え方

本事業は、利用者を対象とする支援事業であることから利用者の数を指標とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標29年度



1
経営者会議の最終判断

事業の方向性
さらに重点化する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化すること。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


